



















































































































































































現在，全国の保存地区は６４市町村，７３地区にのぼる（文化庁建造物課 HP, http : //www.
bunka.go.jp/１hogo/frame.asp｛０fl=list&id=１０００００００９７＆clc=１０００００００３３｛９.html）。
































件 数 補 助 金 額 合 計
修理 修景 修 理 修 景 件数 補助金額
１９７８ １ １ ３６１，０００ ４６０，８０５ ２ ８２１，８０５
１９７９ ４ ０ ２，１５８，２３６ ０ ４ ２，１５８，２３６
１９８０ １１ ６ １，８３３，９３５ １，９８０，２５１ １７ ３，８１４，１８６
１９８１ ５ １ ２，４４３，４００ １，５００，０００ ６ ３，９４３，４００
小計 ２１ ８ ６，７９６，５７１ ３，９４１，０５６ ２９ １０，７３７，６２７
１９８２ １１ ２ １４，２９１，０００ ２，２８７，０００ １３ １６，５７８，０００
１９８３ １１ ３ ９，３８３，７００ ２，１２８，０００ １４ １１，５１１，７００
１９８４ ９ ２ １８，３０２，０００ ４，４５２，０００ １１ ２２，７５４，０００
１９８５ ２０ １ ３１，２３１，０００ ６９０，０００ ２１ ３１，９２１，０００
１９８６ ９ １ ２２，０１８，２００ ２４９，０００ １０ ２２，２６７，２００
１９８７ ６ ２ １７，７９２，０００ １，８８９，０００ ８ １９，６８１，０００
１９８８ ６ ４ ９，８２８，０００ ３，４３６，０００ １０ １３，２６４，０００
１９８９ ４ ４ ７，５０１，７８４ ４，８２２，１１０ ８ １２，３２３，８９４
１９９０ ８ ４ ８，３０９，４３２ ２，４８７，１８０ １２ １０，７９６，６１２
１９９１ １１ １ ６，７１４，４３６ ３，９９８，４６０ １２ １０，７１２，８９６
１９９２ ９ ５ ２，５２４，３８４ ４，９９１，４６６ １４ ７，５１５，８５０
１９９３ ５ １ ５，３８３，１９２ ５０，４７０ ６ ５，４３３，６６２
１９９４ ７ ４ ７，０６０，７２４ ２，６００，４０６ １１ ９，６６１，１３０
１９９５ １１ ２ １１，７２８，５７４ ４，０１６，２３７ １３ １５，７４４，８１１
１９９６ ２３ ５ １２，７８１，６６６ ７６２，２１５ ２８ １３，５４３，８８１
１９９７ １０ ４ ４，５０８，３２０ ５，０６９，８２０ １４ ９，５７８，１４０
１９９８ １０ １ １４，３５２，９５３ ４，９９９，９６０ １１ １９，３５２，９１３
１９９９ ７ ４ ２６，２０９，９２０ ６，９４７，６１８ １１ ３３，１５７，５３８
２０００ １１ ５ １８，８４３，８０４ ７，７５１，５４０ １６ ２６，５９５，３４４
２００１ ６ ９ ３，１９６，２３４ ３，１７２，６５０ １５ ６，３６８，８８４
２００２ ７ ９ ４，０６４，３８０ ８，２２５，３９３ １６ １２，２８９，７７３
２００３ ９ ６ １２，４９０，５４５ ９，４８８，０２６ １５ ２１，９７８，５７１
２００４ １０ ６ １９，７０３，９６６ ９，８１５，６８９ １６ ２９，５１９，６５５
小計 ２２０ ８５ ２８８，２２０，２１４ ９４，３３０，２４０ ３０５ ３８２，５５０，４５４


















































































































































































５４ 松山大学論集 第１８巻 第１号
区 分
２００５年度 ２０１４年度 増減
－金額 構成比 金額 構成比
歳
入
地方税 １，４０８ １２．５ １，３７３ １３．９ －３５
地方譲与税 １６４ １．５ １６８ １．７ ４
利子割交付金 ２２ ０．２ ２２ ０．２ ０
地方消費税交付金 １５４ １．４ １５９ １．６ ５
ゴルフ場利用税交付金 ４７ ０．４ ４９ ０．５ ２
自動車取得税交付金 ７４ ０．７ ７６ ０．８ ２
地方特例交付金 ５３ ０．５ ５１ ０．５ －２
地方交付税 ５，５５１ ４９．５ ４，２２９ ４３．０ －１，３２２
普通交付税 ４，７４５ ４２．３ ３，７５２ ３８．１ －９９３
特別交付金 ８０６ ７．２ ４７７ ４．８ －３２９
交通安全対策特別交付金 ５ ０．０ ５ ０．１ ０
分担金及び負担金 １１２ １．０ １０６ １．１ －６
使用料及び手数料 ２６１ ２．３ ２６５ ２．７ ４
国庫支出金 ６６１ ５．９ ４５２ ４．６ －２０９
県支出金 １，１５８ １０．３ １，１５９ １１．８ １
財産収入 ３１ ０．３ ２７ ０．３ －４
繰入金 １３６ １．２ ２０８ ２．１ ７２
諸収入 １５６ １．４ １７５ １．８ １９
地方債 １，２２９ １１．０ １，３２０ １３．４ ９１
合 計 １１，２２２ １００．０ ９，８４４ １００．０ －１，３７８
歳
出
人件費 ２，４７６ ２２．１ ２，３４７ ２３．８ －１２９
扶助費 ３０８ ２．７ ４２５ ４．３ １１７
公債費 ２，１７１ １９．３ １，６２０ １６．５ －５５１
物件費 １，２７９ １１．４ １，２２５ １２．４ －５４
維持補修費 ９４ ０．８ １０５ １．１ １１
補助費 １，３８０ １２．３ １，４１０ １４．３ ３０
積立金 ２９２ ２．６ ０ ０．０ －２９２
投資及び出資金・貸付金 １８ ０．２ １８ ０．２ ０
繰出金 ８５３ ７．６ １，００９ １０．２ １５６
普通建設事業費 ２，３５１ ２０．９ １，６８５ １７．１ －６６６























































































































































宿泊者数 食事・休憩 合計 




































年度 販売額計 出荷農家戸数 １戸当たり販売額
１９９４ ４１，７６８ １００ ４１７
１９９５ ７０，８０１ １４７ ４８１
１９９６ ９２，２８３ １７６ ５２４
１９９７ １４４，０８５ １９４ ７４２
１９９８ ２１４，１５０ ２２６ ９４７
１９９９ ２５２，１６０ ２５７ ９８１
２０００ ３０３，６４４ ３０５ ９９５
２００１ ３３９，６００ ３３４ １，０１６
２００２ ３８８，２７４ ３４４ １，１２８
２００３ ４１３，８７５ ３６０ １，１５０
















～１０万円 ～５０万円 ～１００万円 ～２００万円 ～３００万円 ～５００万円 ～７００万円 ７００万円以上 


















































６４ 松山大学論集 第１８巻 第１号
商店街から離れていることから，併設のレストランの他に飲食店がなかった。
買い物客は買い物の後に手軽に食事ができる場所を望んでいた。主婦グループ
による「あぐり亭」の開設はそうした来場者のニーズにマッチするものであ
り，年間売上高は約２，０００万円にのぼる。２５）
第３は，住民によるグリーンツーリズムの取り組みである。公設民営方式の
宿泊・交流施設「石畳の宿」は内子町におけるグリーンツーリズムのモデル事
業としての性格をもち，地域住民に農家民宿経営のためのトレーニングの機会
を提供するとともに，都市住民が石畳地区のような農村景観が保存された環境
の中で保養したいというニーズが存在することを実証する機能を果たした。内
子町は「石畳の宿」の経験をもとに，公設民営方式の宿泊・交流施設として
「交流ヴィラ高橋邸」・「大瀬の館」・「いかだ屋」を開設し，管理運営を地域住
民に委託している。こうした公的宿泊施設の建設と地域住民による管理を通じ
て住民が農家民宿の経営管理ノウハウを修得し，住民による農家民宿や農作業
体験事業の取り組みを拡大している。（つづく）
２４）鈴木茂他［２００６］。
２５）「あぐり」は内子フレッシュパークからりの特産開発部に所属し，「内子アグリベン
チャー２１」（加工場運営協議会４０人）を組織し，あぐり亭の他，菓子製造部・製麺部・素
材製造部・惣菜部から構成される（内子フレッシュパークからり「内子フレッシュパー
クからり研修資料」）。
内子町における地域づくりと観光振興政策 ６５
